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駒里小中学校管理職住宅買取事業 実施要領 

 

１ 事業の概要 

（１）事業の目的  

本事業は、駒里小中学校管理職住宅（以下、「本施設」という。）の建設を行うにあたり、優れた企

画力・技術力等の総合力を備えた民間事業者の創意工夫を取り入れ、効率的かつ効果的に整備する

ことを目的としており、特に以下の３点の事項に配慮し実施するものとする。 

① 生活しやすく、使いやすい施設づくり 

・入居者が生活しやすく、使いやすい施設づくりとする。 

・転勤や単身赴任者が多い、入居者の視点に立った機能的な配置、備品及び設備整備に配慮した施

設づくりとする。 

② 維持管理費の軽減に配慮した経済的な施設づくり 

・建物の長寿命化、メンテナンスの軽減化、光熱水費の削減といった観点等、施設整備費用から維

持管理までの経済性に配慮した施設づくりとする。 

・維持管理の低減が図れる施設づくりとする。 

③ 環境に配慮した施設づくり 

・本施設のライフサイクル全体での省エネルギー、省資源に努める等、地球環境に配慮した施設づ

くりとする。 

 

（２）事業の名称  

駒里小中学校管理職住宅買取事業（以下「本事業」という。）  

 

（３）事業の内容  

本事業は、民間事業者が駒里小中学校に管理職住宅を建設し、登記した建物を市が買い取る。 

 

（４）事業の流れ  

① 市は、管理職住宅の整備に係る提案を公募型プロポーザル方式により公募し、整備内容について

優秀と認められる提案を行った民間事業者を建物整備事業者（以下「選定事業者」という。）とし

て選定する。 

② 市は、選定事業者との間で、本事業を実施するための基本的事項を定めた協定（以下「基本協定」

という。）を、提案内容をもとに締結する。 

③ 選定事業者は、提案内容及び基本協定に基づき管理職住宅の設計を行い、市の確認を受ける。  

④ 設計確認を受けた後、建築基準法第６条の規定に基づく建築確認申請書を提出する。 

⑤ 選定事業者は、建築確認申請を受けた建物を基本協定に基づき整備する。 

⑥ 市は、選定事業者による建築工事完了後、基本協定に基づき検査を行う。 

⑦ 市は、上記⑥の検査後、選定事業者との間で売買契約書を締結し、当該建物の引渡を受ける。 

 

（５）選定事業者の業務 

本事業において、選定事業者が行う業務は、次のとおりとする。 
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① 解体 

・既存管理職住宅 1戸(教頭住宅)の解体運搬(住宅、灯油タンク等) 

② 設計・工事監理 

・基本設計及び実施設計 

・工事監理（監理書類作成・品質管理等） 

・各種申請手続き（６（２）関係法令等に基づく必要な手続き） 

③  施工 

・管理職住宅の新築（地質調査・建築設備・外構工事を含む） 

・各種申請手続き（６（２）関係法令等に基づく必要な手続き） 

・安全確保等の近隣対策（公衆災害の防止に係る安全対策、近隣周知や作業後の清掃等、建設・工

事現場において一般的に実施する対策） 

・室内の空気中化学物質濃度の測定 

・その他土地の状況に応じた敷地の整備に必要な業務 

 

（６）事業のスケジュール  

本事業の実施期間は、基本協定締結日から選定事業者が市に管理職住宅を引渡すまでの期間とする。 

実施内容 実施期間又は期日 

実施要領等の交付開始 令和４年８月 17 日（水） 

参加表明書等の提出期限 令和４年８月 31 日（水）午後５時まで 

参加資格要件確認結果通知及び

企画提案書提出依頼 
令和４年９月１日（木） 

質問書の提出期限 令和４年９月９日（金）午後５時まで 

企画提案書等の提出期限 令和４年９月 15 日（木）午後５時まで 

プレゼンテーション 令和４年９月 20 日（予定） 

企画提案書審査結果の通知 令和４年９月下旬 

基本協定締結 令和４年９月下旬 

建築工事 令和４年 10 月から２月 

買取検査・売買契約締結 令和５年３月 

※提出等は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定

する休日には行わない。 

 

 

２ 募集の内容 

（１）施設の計画 

建設計画地の位置 千歳市駒里９４５番地の５ 

用途地域 市街化調整区域 

容積率・建ぺい率 200％・60％ 

防火指定 指定なし（建築基準法２２条区域内の制限） 
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（２）施設の基本条件及び要求性能水準  

別紙、要求水準書による。 

 

（３）見積価格上限額等 

本事業に係る見積価格上限額は￥２７,３９０,０００円（消費税及び地方消費税の額を含む。）と

なっていることから、積算にあっては、見積価格上限額の範囲内とすること。また、地盤調査の結

果、杭打ち等が必要になった場合においても、増額分を含め見積価格上限額の範囲内とすること。 

 

３ 参加事業者の要件 

（１）共通事項 

参加事業者は、それぞれ次に掲げる資格要件を満たすこと。 

①役割分担 

参加事業者は、参加資格要件を満たす設計者、工事監理者、施工者を配置し、それぞれ適切に役

割を分担するものとする。 

② その他 

・関係法令に基づく業務及び営業停止等の処分を受けている方は参加事業者にはなれない  

・参加事業者が、応募書類等の受付日以降に資格要件を欠く事態が生じた場合は、原則として失

格とする。 

 

（２）参加資格要件 

①千歳市内に建設業法に基づく許可を得た主たる営業所を有し、４年度千歳市競争入札参加資格者

名簿において、建築一式工事に登録があること。 

②地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

③公募の日から参加表明書提出日までのいずれの日においても、千歳市競争入札参加資格者指名停

止措置要綱（平成１４年１２月１８日千歳市長決裁）に基づく指名停止を受けていない者である

こと。 

④会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成 

１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

⑤千歳市暴力団排除条例（平成２６年千歳市条例第１号）に規定する暴力団員等でないこと及び暴 

力団員等との関係を有していない者であること。 

⑥過去５か年において新築戸建住宅の販売実績があること。 

 

 

４ 参加の方法  

（１）参加申込受付及び参加資格審査書類の提出  

本事業に対する参加申込受付及び参加資格審査書類提出は、以下のとおり行うこととする。 

①提出方法 

 参加表明書（様式第１号） 

 ３（２）参加資格要件の⑥に定める販売実績を証する書面（様式は任意） 
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②提出期間  

令和４年８月 17 日（水） から 令和４年８月 31日（水）（午前９時から午後５時）  

 

③提出先  

提出先は、本要領に記載する市の担当窓口とする。 

※ただし、郵送の場合は、一般書留又は簡易書留のいずれかの方法とし、提出期限内の必着とす

る。また、持参の場合は、休日を除く午前９時から午後５時までに持参すること。 

 

（２）参加資格要件の確認及び企画提案書提出依頼 

３（２）参加資格要件の⑥に定める要件に該当するか確認を行い、令和４年９月１日（木）に次

に掲げる事項を記載した参加資格要件確認結果通知書を通知する。併せて参加資格要件を有す

る者に、企画提案書の提出を依頼する。 

ア 参加資格を有すると認めた者にあっては、参加資格がある旨及び企画提案書の提出を依頼

する旨 

イ 参加資格を有しないと認めた者にあっては、参加資格がない旨及びその理由並びに所定の

期限までに理由について説明を求めることができる旨 

なお、参加資格を有しないと認めた者は、その理由について、つぎのとおり書面（様式は任意）

により説明を求めることができる。 

ア 提出期限 令和４年９月６日（火）午後５時まで 

イ 提出場所 市の担当窓口 

ウ 提出方法 持参、郵送又は電子メールにより提出すること。（郵送又は電子メールの場合、

必ず電話で郵送又は送信した旨担当者に連絡すること。） 

市は、説明を求められたときは、令和４年９月９日（金）までに説明を求めた者に対し理由説明

書を通知する。 

 

（３）提案書の提出 

企画提案書の提出を依頼された者（以下、「企画提案者」という。）は、次に定めるところにより

各種書類を作成し、提出するものとする。 

① 提出書類 

提出書類はＡ４判縦型、横書き、左綴じとする。ただし、図面等はＡ３判とし、折り込んでＡ４

判ファイル綴じとする。 

ア 企画提案書（様式第２号） 

イ 事業計画に関する調書（様式第３号） 

ウ 施設整備計画に関する調書（様式第４号） 

エ 提案見積書（様式第５号） 

オ 見積内訳書（様式第６号） 

カ 工法・材質・設備・備品一覧（様式第７号） 

キ 配置図・平面図・立面図（様式は任意） 

② 提出方法等 

・提出期限 令和４年９月 15日（木）午後５時必着 
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・提出場所 市の担当窓口 

・提出方法 持参又は郵送で提出すること。 

・提出部数 ９部 ※１部にのみ正本を添付し、他は写しを添付すること。 

※郵送の場合は、一般書留又は簡易書留のいずれかの方法とし、提出期限内の必着とする。また、

持参の場合は、休日を除く午前９時から午後５時までに持参すること。 

 

（４）質疑応答等 

参加表明書及び企画提案書の作成について質問がある場合は、次のとおり質問書により提出す

ること。 

ア 提出書類 質問書（様式第８号） 

イ 提出期間 令和４年９月９日（金）午後５時まで 

ウ 提出場所 市の担当窓口 

エ 提出方法 持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

※郵送又は電子メールの場合、必ず電話で郵送又は送信した旨担当者に連絡すること。 

質問及び回答の内容は、質問者名を伏せて回答日に参加表明書を提出している全ての者に対し、

電子メールで通知する。また、千歳市ホームページに当該回答内容を公表する。 

 

（５）提案書の取扱い  

①企画提案書の著作権は、当該企画提案書を作成した者に帰属するが、本事業に伴い生じた著作

権等の権利及び物件があるときは、市に帰属すること。 

 ②市は、公募型プロポーザル方式の手続及びこれに係る事務処理において必要があるときは、提

出された企画提案書等の全部又は一部の複製等をすることができるものとする。 

 ③提出された企画提案書は、千歳市情報公開条例（平成５年千歳市条例第１４号）の規定により、

個人情報、法人情報等で非公開とされる情報を除き、情報公開の対象となること。  

④提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等を用いた事業手法、工事材料、施

工・維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、原則として提案を行った応募者が負うもの

とする。 

 

 （６）失格事項等 

次のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。 

① 「３（２）参加資格要件」の要件を満たしていない場合 

② 提出書類に虚偽の記載があった場合 

③  実施要領で示された、提出期日、提出場所、提出方法等の条件に適合しない書類の提出が  

あった場合 

④  提出された見積価格が「２（３）見積価格上限額等」の要件を満たしていない場合 

⑤ 審査結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 
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５ 選定事業者の決定  

 

 

（１） 評価体制  

企画提案の審査、評価及び候補者の特定を行うため、駒里小中学校管理職住宅建替事業プロポー

ザル審査委員会（以下、「審査委員会」という。）を設置する。 

（２） プレゼンテーションの実施  

審査委員会において、提案内容をより深く理解するため、以下の実施方法により、企画提案書に

係るプレゼンテーションを次のとおり行う。 

ア １者ずつの呼び込み方式とし、１者あたりの時間は、企画提案内容の説明１５分、質疑応答

１５分の計３０分とする。 

イ プレゼンテーションは企画提案書等に基づいたものとし、資料は事前に提出した企画提案書

等を使用する。 

ウ プレゼンテーション等の説明者は、補助者を含めて３名までとする。 

エ プロジェクター等の機器を使用しての説明は禁止とする。 

オ 欠席をした場合は、企画提案書の審査、評価及び候補者の特定から除外する。 

カ プレゼンテーションは非公開とする。 

 

（３）評価項目及び評価基準 

企画提案書等及びプレゼンテーション等により、次の評価項目及び評価基準に基づき審査及び

評価を行う。 

 

評価項目 評価基準 配点 

１ 事業計画に関する事項               （配点１５点/１００点） 

 特に強調したい点 優れた提案特徴や特に強調したい点 １０点 

同種実績 過去５か年における新築戸建住宅の販売実績  ５点 

２ 施設整備計画に関する事項             （配点７０点/１００点） 

 生活しやすい施設 転勤や単身赴任が多い入居者の視点に立った

機能的な配置、備品及び設備整備に配慮してい

るか 

２５点 

維持管理費の軽減に

配慮した経済的な施

設 

建物の長寿命化、メンテナンスの軽減化、光熱

水費の削減といった観点等、経済的に配慮して

いるか 

２５点 

環境に配慮した施設 ライフサイクル全体での省エネルギー、省資源

に努める等、地球環境に配慮しているか 
１５点 

３ 見積価格に関する事項               （配点１５点/１００点） 

 価格評価 （最低見積価格/当該企画提案者の見積価格）

×配点 
２０点 

合計 １００点 

 

（４）審査方法及び受注候補者の特定 

審査委員会において、「３ 評価項目及び評価基準」の審査及び評価により、各委員の評価点の

合計を加算し順位を付け、最も評価点の高い者を受注候補者として特定する。 
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この場合において、委員の評価点の合計が最も高い者が複数であるときは、審査委員会の審議に

より候補者を特定するものとする。 

なお、市は受注候補者との間で優先的に基本協定書の合意に関する協議を行うものとし、受注

候補者との協議が整わない場合には、次点者と協議を行うものとする。 

 

（５）審査結果の通知 

①受注候補者を特定したときは、速やかにすべての企画提案者全者に対し、次の事項を通知する

ものとする。 

ア 受注候補者 

イ 評価点数 

ウ 受注候補者にあっては、今後の契約手続きの旨 

エ 受注候補者とならなかった者にあっては、その理由及び所定の期限までに理由について説

明を求めることができる旨 

②受注候補者とならなかった者は、その理由について、次のとおり書面（様式は任意）により市

に対し説明を求めることができる。 

ア 提出期間 上記の通知があった日の翌日から５日以内までの休日を除く、午前９時から午

後５時まで 

イ 提出場所 市の担当窓口 

ウ 提出方法 持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

※ 郵送又は電子メールの場合、必ず電話で郵送又は送信した旨担当者に連絡すること。 

   市は②の説明を求められた日の翌日から 3 日以内までに説明を求めた者に対し理由説明書を

通知する。 

 

（６）審査結果の公表 

受注候補者を特定したときは、次の事項を公表するものとする。 

① 受注候補者及び評価点数 

② 全ての企画提案者の評価点数（ただし、受注候補者以外の名称は秘匿とする。） 

③ 受注候補者の特定理由 

 

 

６ そ の 他 

（１）契約に関する事項  

①  契約に関する協議  

市は、提案内容に基づき受注候補者との協議を実施し、事業の実施内容を明確にした上で、受注

候補者と基本協定及び売買契約を締結するものとする。 

② 基本協定の締結 

基本協定は、選定事業者が決定し、事業内容の事前協議を行った後に締結する。調査結果等によ

り、設計変更が必要となった場合は変更契約を行う。  

③ 売買契約等の締結  

売買契約書は、施設の買取検査を実施した後に締結するものとし、売買契約書（案）の内容は、
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その締結前であれば、提案内容に応じた文言修正を可能とする。  

 

（２） 関係法令等  

本事業を実施するにあたり、遵守すべき関係法令は次のとおりとする。また、これらのほか、本事

業を行うにあたり必要とされるその他の条例及び関係法令等についても遵守すること。 

 

   ・ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号） 

・ 建設業法（昭和２４年法律第１００号） 

   ・ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号） 

   ・ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号） 

   ・ 消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

   ・ 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１１年法律第８１号） 

   ・ 特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（平成１９年法律第６６号） 

   ・ 水道法（昭和３２年法律第１７７号） 

   ・ 下水道法（昭和３２年法律第７９号） 

・  浄化槽法 （昭和５８年法律第４３号) 

   ・ ガス事業法（昭和２９年法律第５１号） 

   ・ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号） 

   ・ 電波法（昭和２５年法律第１３１号） 

   ・ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号） 

   ・ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号） 

   ・ 大気汚染防止法（昭和４３年法律第９８号） 

   ・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号） 

   ・ 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号） 

・ エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）  

・ 北海道建築基準法施行条例（昭和３５年北海道条例第３３号）  

・ 北海道建築基準法施行細則（昭和３６年北海道規則第８号）  

・ 北海道景観条例（平成２０年北海道条例第５６号）  

・ 民法（明治２９年法律第８９号） 

・ 千歳市が定める条例、規則、実施要綱等  

・ その他本事業に関連する法令、北海道及び市町村で定める条例及び規則等  

 

（３）市の担当窓口  

千歳市 教育委員会教育部 企画総務課施設係  

〒０６６－８６８６ 北海道千歳市東雲町２丁目３４番  

      電 話：０１２３－２４－０８２９ 

      ＦＡＸ：０１２３－２７－３７４３  

      E メール：kyoikukikaku@city.chitose.lg.jp  

 

 


